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１ 【内部統制報告書の訂正報告書の提出理由】

平成29年６月28日に提出いたしました第149期（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

内部統制報告書の記載事項に誤りがありましたので、金融商品取引法第24条の４の５第１項に基づき

内部統制報告書の訂正報告書を提出するものです。

　

２ 【訂正事項】

３　評価結果に関する事項

 
３ 【訂正箇所】

訂正箇所は下線を付して表示しております。

 

３【評価結果に関する事項】

（訂正前）

上記の評価の結果、当事業年度末日時点において、当社の財務報告に係る内部統制は有効である

と判断いたしました。

 
（訂正後）

下記に記載した財務報告に係る内部統制の不備は、財務報告に重要な影響を及ぼすこととなり、

開示すべき重要な不備に該当すると判断いたしました。したがって、当事業年度末日時点におい

て、当社の財務報告に係る内部統制は有効でないと判断いたしました。

 

記

 
当社は、平成29年６月24日に当社連結子会社の神栄（上海）貿易有限公司（以下、「神栄（上

海）」といいます。）において、多額の債権未回収による資金繰りがひっ迫し一部支払先への支払

いが滞っているとの報告を受け、６月29日に調査チームを神栄（上海）に派遣し、調査したとこ

ろ、実体のない架空売上を計上する等、不適切な会計処理を行っていることが判明しました。その

後、調査チームを拡大し、実態解明を続けておりましたが、平成29年７月10日、内部統制上の重大

かつ不測の事態として、代表取締役社長を委員長とする委員会（以下、「本委員会」といいま

す。）を設置し、本件の実態解明、原因・動機の究明、本件以外に類似の事象有無の調査、過年度

決算に与える影響及び本件不正取引を防止しえなかった理由等を踏まえた再発防止策の検討を実施

いたしました。

調査の結果、①納入実体のない架空取引、②納入実体のある循環取引、③納入実体の確認できな

い架空・資金循環取引の３種の不正が行われていたことが判明しました。

これにより、当社は過年度の決算を修正するとともに、平成28年３月期から平成29年３月期まで

の有価証券報告書、及び平成29年３月期第１四半期から平成29年３月期第３四半期までの四半期報

告書の訂正報告書を提出しました。

これらの事実は、当社において、関係会社の管理体制が不十分であったこと、関係会社の財務諸

表のモニタリング体制が不十分であったことなどの不備があり、内部統制が機能しなかったことに

よるものです。

以上のことから、当社及び関係会社の全社的な内部統制、全社的な観点で評価する決算・財務報

告プロセスに関する内部統制、及び関係会社の売上プロセスに関する内部統制に開示すべき重要な
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不備があったため、不適切な会計処理が行われかつその発見に遅れを生じさせたものと認識してお

ります。

なお、本件は当事業年度末日以降に発覚したため、当該不備を当事業年度末日までに是正するこ

とができませんでした。

当社は、財務報告に係る内部統制の重要性を認識しており、今回の財務報告に係る内部統制の重

要な不備を是正するため、本委員会の検討結果を踏まえ、以下の再発防止策を講じて適正な内部統

制の整備・運用を図ってまいります。

 
１．管理体制の強化

①海外BUにおける牽制機能の強化

※「BU」とは、事業単位（Business Unit）の略であり、当社グループにおきましては、事業

部門の本部における当社の部又は関係会社を指します。

②本社による統制機能の強化

③グループ間取引に対する管理の強化

２．コンプライアンス意識の向上

①役員及びBU長へのコンプライアンス研修の強化

※「BU長」とは、各BUの長であり、事業部門の本部における当社の部長又は関係会社社長を指

します。

②従業員についても定期的なコンプライアンス研修の強化

３．職務分掌の徹底

①内部牽制機能を実効的なものとするための当該BUの規模に応じた権限分離が徹底できる職制及

び組織の整備

②BU長単独取引の原則禁止

③モニタリング等による確認
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